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新東京国際空港公団民営化に関する覚書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2003年（平成15年）２月28日

国、千葉県、成田空港圏自治体連絡協議会を構成する市町村及び新東京国際空港公団（以下「四者」という。）は、
新東京国際空港公団（以下「公団」という。）の民営化に当たり、以下のとおり確認する。

　１．成田空港については、多くの農民の方々から貴重な土地の提供を受けるとともに、様々な犠牲を伴いなが
ら建設が進められてきたという過去の経緯を踏まえ、また、内陸空港であることに起因する騒音問題等の環
境問題の大きさに配慮し、地域と空港の共生を実現するために行われてきた様々な取り組みが引き続き確実
に実施されるよう、環境対策・共生策の適切かつ確実な実施が確保されることが不可欠である。

　２．このため、公団の民営化に当たって、国及び特殊会社の母体となる公団は、成田空港問題シンポジウム、
成田空港問題円卓会議、「地域と共生する空港づくり大綱」等におけるこれまでの約束事項を引き続き遵守
することを改めて約束する。

　３．また、四者は、今後とも、環境対策、地域振興策、空港建設・運用等に係る問題について、地域と空港の
共生を理念として、話し合いに基づき、相互に協力して対応していくものとする。

　４．平成14年12月に、千葉県及び成田空港圏自治体連絡協議会を構成する市町村から提出された要望事項につ
いては、別紙のとおり対応することとし、現段階で結論を出せない問題については、引き続き、誠実に協議
することとする。

　５．現在の環境対策・共生策は、現行の新東京国際空港公団法の規定に基づいて実施されているが、今般の民
営化のための法案（以下「特殊会社法案」という。）においては、環境対策・共生策を事業の範囲として現行
法以上に明確かつ詳細に定めるほか、空港周辺の住民の方々の生活環境の改善について新たに配慮規定を設
け、さらに、国は環境対策・共生策の実施について必要があると認めるときは監督上必要な命令を行うこと
としており、これらの規定により、現在の環境対策・共生策の実施を担保していくものとする。

　　　特殊会社法案中のこれらの規定は、特殊会社が、事業の範囲として規定された事業の実施義務を負うとと
もに、地域の生活環境の改善に関して地域関係者との意見交換に努めなければならないということも意味し
ている。

　６．国が特殊会社法案に係る政省令案を作成する際には、その内容について四者で事前に協議するものとする。
なお、その際、国は、環境対策・共生策に係る特殊会社法及び政省令中の規定に関する解釈適用の考え方を、
併せて示すものとする。

　７．なお、特殊会社法案は、公団を国全額出資の特殊会社に移行させるものであり、将来完全民営化を行うと
きには、改めて国が新たな法令案を作成することになるが、その際には、その内容について四者で事前に協
議し、必要がある場合には、改めて覚書を結ぶものとする。

（別紙）

１．従来の約束事項を継続遵守するもの
　　　以下の事項は、騒防法・騒特法等に基づく環境対策等として、また、円卓会議・共生大綱における約束事

項として、従来から国・空港公団が実施しているものであり、今後とも継続して遵守されることを改めて確
認する。

　（１）滑走路計画に関する事項
　　　　・話し合いによる本来計画の2500メートル平行滑走路整備
　　　　・横風用滑走路建設は平行滑走路完成後改めて地域社会に提案

　（２）運用等に関する事項

成田空港に関する四者協議会関係



資 97資料編［成田空港に関する四者協議会関係］

　　　①運　用
　　　 　・発着回数20万回／年を限度（騒音対策は22万回をベース）、発着回数増加については地元と協議
　　　 　・滑走路運用時間（６時から23時まで）
　　　 　・深夜便運航制限（22時台A、B滑走路とも10便／日以下）
　　　 　・飛行コース・高度（直進上昇・降下、離着陸以外の県内通過高度6000フィート以上）
　　　②環境
　　　　○監視体制の整備等
　　　 　　・騒音測定・調査（公団測定局の設置・管理）
　　　 　　・飛行コース監視システム
　　　 　　・大気汚染対策等（航空機、空港内営業車両等）
　　　 　　・低周波音対策

　（３）騒音対策等に関する事項
　　　①防音工事助成
　　　　○住宅防音工事等
　　　　　 ・初回防音工事（空調機を含む）
　　　　 　・防音工事再助成（騒特法防止地区内）
　　　　 　・防音工事再助成（市町事業の支援：騒特法防止地区を除く騒防法第１種区域内）
　　　　 　・空調機更新、再更新（設置後各々 10年）
　　　　 　・公団補助対象外費用（共生財団事業）（きめ細かな騒音対策：隣接区域の住宅防音工事、サッシ部

品交換等）
　　　　　 ・防音工事施工方法の改善（サッシの軽量化等）
　　　　 　・直下対策事業（空調機設置補助）（町村事業への支援）
　　　　 　・移転再建防音工事（市町事業の支援：騒防法第２種区域及び騒特法の防止特別地区から騒防法第１ 

種区域及び谷間地域に移転した住宅の防音工事）
　　　　 　・生活保護世帯空調機稼働費補助（市町村事業への支援）
　　　　○谷間対策事業（市町事業の支援）
　　　　 　・初回防音工事（空調機を含む）
　　　　 　・防音工事再助成
　　　　 　・空調機更新（設置後10年）
　　　　○学校等防音工事
　　　 　　・初回防音工事（空調機を含む）
　　　　 　・空調機更新（設置後15年）
　　　　○共同利用施設
　　　　 　・施設整備
　　　　 　・空調機更新（設置後15年）
　　　②移転対策
　　　　○移転補償等
　　　　 　・建物等の移転補償
　　　　 　・土地の買入れ
　　　　 　・集団移転対策（代替地買入、造成）
　　　　○転業者対策（用地提供者に対する転業対策）
　　　③落下物対策の徹底（洋上脚下げ・点検整備等）
　　　④電波障害対策等
　　　 　・受信障害対策（個別・共聴・共同利用施設）
　　　 　・中継局等の維持管理
　　　 　・デジタル化への対応
　　　 　・ NHK受信料補助
　　　⑤発生源対策等
　　　 　・航空機の低騒音化
　　　 　・消音施設の整備（エンジンテスト等営業騒音の低減）
　　　 　・防音林、防音堤の計画的整備

　（４）地域振興等に関する事項
　　　　○周辺対策交付金制度の継続・充実
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　　　　○地域振興連絡協議会、成田空港周辺地域共生財団など環境対策・共生策等の実施主体となっている団
体のメンバーとしての活動

　　　　○交通アクセス整備推進と協力
　　　 　　・成田新高速鉄道への国庫補助の確保
　　　　 　・特殊会社から成田新高速鉄道への負担
　　　　 　・芝山鉄道延伸の検討
　　　 　　・首都圏中央連絡自動車道
　　　　 　・北千葉道路
　　　　 　・空港環状・放射状道路
　　　　○国内線網の充実
　　　　○移転跡地等の有効活用等
　　　　 　・移転跡地の適正な管理
　　　　 　・移転跡地にかかる自治体への無償貸付の継続
　　　　 　・多機能型農業公園事業への協力
　　　　 　・里山の整備
　　　　 　・騒特法に基づく施設整備費補助
　　　　○国際複合物流基地事業への協力
　　　　○県・市町村等が行う地域振興事業への支援・協力

２．環境対策・共生策の充実等について今後協議するもの
　　　以下の事項は、従来から実施している対策のさらなる充実等に関するものであり、空港周辺地域において

は将来にわたった騒音対策等が必要であるとの共通認識のもとに、今後とも関係者と連携してこれらの対応
策について真摯に協議し、完全民営化までに結論を得るべく努力することを確認する。

　（１）助成制度の恒久化に関するもの
　　　　・住宅防音工事助成の恒久化
　　　　・谷間対策事業助成の恒久化
　　　　・隣接区域対策助成の恒久化
　　　　・学校等防音工事助成の恒久化
　　　　・共同利用施設助成の恒久化

　（２）助成制度の拡充等に関するもの
　　　　・谷間地域の防音工事の基準を騒防法第１種区域並に引上げ
　　　　・隣接区域の防音工事の基準を騒防法第１種区域並に引上げ
　　　　・サッシ部品交換の助成制度の拡充（共生財団事業）
　　　　・防音工事未実施住宅への空調機設置
　　　　・防音工事実施済住宅の防音機能の定期的な検査
　　　　・直下対策事業の拡充（空調機設置補助）
　　　　・地域社会のつながりに一層配慮した移転対策等の実施
　　　　・市町村設置の騒音測定局への助成
　　　　・落下物多発地域の移転対策
　　　　・芝山鉄道の運営維持
　　　　・農業基盤整備への助成
　　　　・空港圏観光施設の整備、地域振興管理団体の創設への協力等
　　　　・里山の整備への協力等

３．  四者をはじめとする関係者が連携してその実現に努めるもの
　　　以下の事項は、空港公団民営化の動向如何に関わらず、成田空港にかかわる様々な関係者がその実現に向

けて努力しなければならない事項であり、引き続き、四者をはじめとする関係者が連携してその実現に努め
ることを確認する。

　　　・航空機騒音評価方法の見直し（環境省への働きかけ）
　　　・成田財特法（平成15年度末で失効）の期限延長（関係省庁への働きかけ）

４．  四者が協力して特殊会社法案作成時にその現実に努めるもの
　　　・空港の名称の「新東京国際空港」から「成田国際空港」への変更
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平行滑走路の北伸整備に係る確認書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2006年（平成18年）９月５日

　国・千葉県・成田空港周辺市町・成田国際空港株式会社（以下「四者」という。）は、平行滑走路の北伸整備について、

平成18年３月23日に締結した確認書を踏まえ、以下のとおり改めて確認する。

１　騒音区域の変更について

　（１）騒防法等について

　　　　　四者は、国の区域指定案について了承する。

　　　　　国・空港会社は、指定区域において実施される騒音対策の変更内容等について、早急に検討を行い、

区域の指定告示前を目途として決定することとする。

　　　　　また、「谷間地域」について、第１種区域並に対策を実施することについては、その早期実現を図る

こととする。

　（２）騒特法について

　　　　　四者は、関係市町と協議の結果、千葉県がまとめた地区設定案について了承するとともに、今後千葉

県が策定する「航空機騒音対策基本方針」及び都市計画決定に向けて協力することとする。

２　地元意見への対応について

　　　四者は、地元協議の過程で出された、騒音対策や地域共生策に関する意見を尊重する。

　　　なお、これらの意見は、別に県がとりまとめ、四者はこれを真摯に受け止め、四者協議会に新たに設置し

たワーキンググループにおいて検討を行い、その推進を図ることとする。

　　　特に、「民営化に関する覚書」の履行について、その早期実現を図ることにより、成田空港周辺市町の均

衡ある発展を目指すものとする。

３　発着回数22万回への増加について

　　　千葉県及び成田空港周辺市町は、現在の発着回数20万回を、22万回に増加することについて了承する。

　　国・空港会社は、今後22万回をさらに増加させる場合については、改めて地元と協議することとする。

４　その他

　　　空港会社は、残る地権者との話し合いに引き続き努力することとし、千葉県及び成田空港周辺市町はこれ

に協力することとする。
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成田空港の更なる容量拡大の検討に当たっての確認書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2009年（平成21年）１月23日

　国、千葉県、成田空港圏自治体連絡協議会を構成する市町及び成田国際空港株式会社（以下｢空港会社｣という。）

の四者（以下「四者」という。）は、成田空港の更なる容量拡大の検討に着手するに当たって、以下のとおり確認する。

１．空港会社は、成田空港の更なる容量拡大の可能性を踏まえた予測騒音コンターの早期提示に努めるとともに、

提示の際には、環境対策・地域共生策に関する基本的な考え方をあわせて示すものとする。

２．国は、上記予測騒音コンター作成の前提となる飛行コースについては、可能な限り騒音影響を拡大させず、

かつ、航空の安全が確保できるコースを基本に検討する。

３．県は、空港会社から予測騒音コンターが提示され、四者協議会での協議の結果、特定空港周辺航空機騒音対

策特別措置法（騒特法）の地区等の見直しを行う場合、当該市町の意向を最大限尊重し、誠意を持って既存集

落に可能な限り配慮した見直しを行うこととする。

４． 四者は、引き続き「新東京国際空港公団民営化に関する覚書」（平成15年２月）及び「平行滑走路の北伸整備

に係る確認書」（平成18年９月）の残る課題の解決に努力する。

５． 四者は、上記事項の実施状況を踏まえ、改めて地元と協議のうえ、更なる容量拡大について結論を得ること

とする。

６． 四者は、相互に協力し上記事項の実現に向けて努力する。
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